
意見招請実施要領 

件名：外部人材にかかるマイナンバー等管理業務 

（調達管理番号：23a00802） 

2023年 11月 27日 

独立行政法人国際協力機構 

調達・派遣業務部 



独立行政法人国際協力機構では 「外部人材にかかるマイナンバー等管理業務」につ

いて、一般競争入札（総合評価落札方式）（電子入札システム利用1）により受注先を選

定する予定です。 

つきましては、現在検討を行っている業務仕様書（案）等を公表し、同案に対する意

見を募集することとしましたので、下記要領により業務仕様書（案）等に対するご意見

をお寄せください。 

１． 意見書の提出先 

独立行政法人国際協力機構 調達・派遣業務部契約第三課 

電子メールアドレス：e_sanka@jica.go.jp  

２． 意見書の提出期限 

2023年 12月 5日（火）正午（必着） 

３． 意見書の提出方法 

「意見書」2に記入のうえ、上記２．の提出期限までに、上記１．の電子メールアド

レス宛に、電子データ（Excel形式）でのご提出をお願いいたします。 

メール件名：【意見提出】23a00802_（法人名）_業務仕様書案 

４． ご意見への回答 

提出期限までに提出いただいたご意見及び回答については、2023 年 12 月 13 日

（水）午後４時以降に、以下のサイト上に掲示します。 

なお、意見がなかった場合には、掲載を省略します。 

国際協力機構ホームページ（http://www.jica.go.jp） 

→「調達情報」

→「公告・公示情報」

→「物品の調達・役務の提供等 公告・公示（2023年度）」

（https://www.jica.go.jp/about/chotatsu/buppin/koji2023.html）

1 電子入札システムの利用方法については、当機構ホームページの「電子入札システム ポータルサイ

ト」をご覧ください。 https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html 
2 「意見書」の様式については、当機構ホームページ 

https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/domestic/proposal.html 

に掲載された様式のうち、「質問書」（Excel 形式）を適宜修正して作成願います。 
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５． その他関連情報 

（１） 業務仕様書（案）等の配付方法

該当なし。

（２） 業務内容説明会の開催

該当なし。

（３） 参考見積書の作成・提出にかかる協力依頼

該当なし。

ご意見をお寄せいただくにあたり、あわせて参考見積書の作成・提出にご

協力願います。

なお、参考見積書のご提出は任意とし、意見書のみのご提出も受け付けま

す。

１） 提出先：上記１．に記載の電子メールアドレス

２） 提出期限：2023年 12月 15日（金）正午（必着）

３） 提出方法：上記２）の提出期限までに、上記１）の提出先へ、電子デ

ータ（PDF等）でご提出ください。

（ア） 当機構メールシステムのセキュリティ設定上、zip 形式のファ

イルが添付されたメールは受信不可のため、他の形式でお送り

ください。

（イ） 見積書には、会社名、住所、担当者名、電話番号（在宅であれ

ば携帯電話）をご記入ください。社印の押印は省略可とします。 

（ウ） 見積書のファイル名、及びメールの件名は、「【参考見積書】（調

達管理番号）_（法人名）」としてください。

（エ） 質問があれば、意見書にて提出ください。質問への回答は、上

記４．のとおり公開します。

４） その他：

（ア） 参考見積書の作成方法について

参考見積書の作成にあたっては、様式は任意としますが、別紙

３に掲載の参考様式を用いて積算してください。

（イ） 参考見積取得等支援業務の外部委託について

当機構では、参考見積取得等の調達手続きにかかる各種支援業

務を、「ディーコープ株式会社」及び「株式会社うるる」へ委

託しています。

同２者から企業の皆様へ、直接、参考見積のご提出等について

依頼差し上げる場合がございますので、予めご承知おき願いま

す。

本業務委託について、詳細は以下をご確認ください。

（ https://www.jica.go.jp/Resource/chotatsu/buppin/ve9qi8000
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00072mb-att/oshirase_kokunai_230125.pdf） 

以 上 

別紙： 

・ 業務仕様書（案）

・ 技術提案書の作成要領（案）（評価表（案）含む）

・ 経費の積算にかかる留意点（案）（積算様式（案）含む）

・ 契約書（案）
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業務仕様書（案） 

本業務仕様書(案)に記述されている「脚注」については、競争参加者が技術提

案書を作成する際の参考情報として注意書きしたものであり、契約に当たって、

契約書附属書Ⅰとして添付される業務仕様書からは削除されます。  

この業務仕様書は、独立行政法人国際協力機構（以下「発注者」という。）が実施す

る「外部人材にかかるマイナンバー等管理業務」に関する業務の内容を示すものです。

本件受託者は、この業務仕様書に基づき本件業務を実施します。 

1. 業務の背景

独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」という。）は、開発途上にある海外の地

域に対する技術協力、有償及び無償の資金供与による協力、開発途上地域の住民を対

象とする国民等の協力活動の促進に必要な業務、中南米地域等への移住者の定着に必

要な業務等、総合的な政府開発援助（ODA）の実施機関である。 

JICAでは、上記業務を実施する上で JICA職員等以外の国際協力人材（以下「外部

人材」という。）への謝金等の支払にかかる源泉徴収票、支払調書及び給与支払報告

書（以下「法定調書等」という。）を作成し税務署へ報告を行うため、マイナンバー

を取付け、適正に管理する必要がある。 

2. 業務の目的

本業務では、本邦における外部人材のマイナンバー取付け、管理等を外部専門組織

に委ねることにより、JICAのマイナンバー管理・運用体制を限定し、自らがマイナン

バーを保有するリスクを最小化して業務を遂行することを目的とする。 

3. 履行期間

2024年 4月●日から 2029年 10月 31日まで

4. 業務の内容

（1） 業務概要

以下の業務を実施すること。なお、業務の詳細については「（3）業務要件」を

参照すること。 

(ア) JICAが指定する外部人材に対する「マイナンバー」の取付け・管理等

(イ) 上記業務を行う上での初期導入・準備作業

（2） 基本方針

(ア) 「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律1」（平成 25年法律第 27号。以下「番号法」という。）、JICAの

1 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 | e-Gov法令検索 
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定める別紙 2「個人番号関係事務の外部委託における契約事務の取扱に

ついて」等に従い、適切にマイナンバーを取扱うものとする。 

(イ) 業務の性質上、「（3）業務要件」の「（イ）マイナンバー等管理業務」

に示す内容については、従量制によるサービス利用とする。

(ウ) 本契約における「マイナンバー」の収集・管理業務開始は 2024年 7月か

ら開始とする。

（3） 業務要件

(ア) マイナンバー等収集・管理業務開始にかかる準備業務（契約締結～2024

年 6月）

以下の「(イ)マイナンバー等管理業務」を実施する上で必要となる以下の

準備作業を行うこと。 

① 本業務を実施する上での計画書を「業務計画書」として作成すること。

計画書には以下の内容を含めること。

１） 本業務を円滑に実施するための方針や体制・役割

２） 契約締結後から収集開始まで作業スケジュール

３） 受託者及び JICA とのコミュニケーションを円滑に行うためのプロ

セスやルール

② 「(イ)マイナンバー等管理業務」を行う上での受託者における関係者

及びそれぞれの作業範囲を整理すること。

③ 本業務を行う上で必要な環境を整備すること。なお、受託者と JICA間

の通信について、既設の通信環境（インターネット回線）を用意する

が、電子証明書等、それ以外に必要な設備等がある場合は提供するこ

と。

④ サービス利用に必要となるマニュアルを整備すること。マニュアル作

成にあたっては、JICAの業務を考慮し、（既存のサービス利用マニュ

アルをベースとする等により）利用実態に合わせたマニュアルとする

こと。

⑤ サービス利用に際して JICA 担当者（詳細 7．参照）へ必要な教育を、

導入前に 1回実施すること。なお、教育の対象者は最大 5名を予定し

ている。

⑥ JICA と協議の上、教育の対象者、スケジュール、実施方法を整理し、

提示すること。

⑦ 本期間において進捗報告会議（進捗状況、課題・リスクの報告）を行

うこと。会議は JICA本部（麹町）にて行い、契約締結から収集・管理

業務開始までに 2回実施すること。

⑧ 既に JICAが収集・管理しているマイナンバーについて、受託者の環境

（データベース）へ登録する仕組みを提供すること。なお、対象外部

人材の基本情報及びマイナンバーについては JICA 側にて整理すると

ころ、EXCEL や CSV 等の指定されたフォーマットに整理することによ

り一括で登録できるような仕組みとすること。

⑨ 上記に示す初期導入・準備作業の作業結果を「作業報告書」として取

りまとめ、報告すること。

(イ) マイナンバー等収集・管理業務（2024年 7月～2029年 10月）

マイナンバー等管理業務における業務の全体像及び役割の概要を以下に示す。 

6



① JICA 担当者からのマイナンバー収集依頼に基づき、収集対象者から

「マイナンバー及び本人確認書類（以下「マイナンバー等」という。）」

を収集すること。なお、収集業務に際しては以下に留意すること。

１） 収集対象者向けのマイナンバー等の提供依頼は、受託者が保有する

定型の文書を利用して依頼すること。

２） マイナンバー等の収集は、JICA を通さず受託者が直接収集するこ

と。

３） マイナンバー等の収集方法は、第三者が提出される情報に触れるこ

とのない仕組みを用いること。

４） マイナンバー等の収集は、紙媒体や Webを利用した申請等、複数の

手段を用意すること。紙媒体による収集の場合は簡易書留による収

集とすること。なお、メール、ファックス、電話による収集は不可

とする。

５） 未提出の対象者に対し、提出の督促を行うこと。また、収集依頼の

履歴及び結果は JICAが随時確認できるようにすること。

６） 収集した内容を確認し、不備がある場合は不備内容の連絡及び再申

請の依頼を行うこと。

７） 収集に必要な情報（氏名、住所等）については、JICAが都度情報を

連携するところ、受託者は契約締結後早期に、収集に必要となる情

報を JICAに伝えること。

② 収集したマイナンバーを以下の要件に留意して保管・廃棄すること。 

１） 収集したマイナンバー等を基に、受託者にて整備した環境（データ

ベース）にマイナンバーを登録すること。

２） マイナンバーの確認及びデータベース登録に際しては、複数人での

二重チェック体制、OCRによる自動取込やチェックデジットの確認

などにより誤認・誤入力を防ぐ措置をとること。

３） 登録したマイナンバーについては、契約期間満了日まで適切に保管

すること。

４） 収集業務にて受託者に送付されたマイナンバー等の紙媒体につい

ては、データベースへの登録完了後、速やかに復元できない手段（シ

ュレッダー等）により、確実に廃棄すること。なお、廃棄処理を外
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部に発注する場合、受託者はマイナンバーの適切な取り扱いに係る

監督責任を果たすこと。廃棄処理を行った際は、JICAへ所定の用紙

により報告すること。 

５） 受託者にて管理しているマイナンバーについて、必要に応じて JICA

側にて削除できるような仕組みを提供すること。なお、Excelや CSV

を利用することにより、指定する外部人材のマイナンバーを一括で

削除できるような仕組みとすること。

６） 契約期間満了時には、受託者にて保持するマイナンバー等の情報、

収集の際に連携した情報等について、JICA 側へ CSV の形式で情報

提供したうえで、あるいは JICA 側の操作によりダウンロードでき

る場合は、JICA 側がダウンロードを完了したことを確認したうえ

で全て破棄すること。

７） 契約期間満了後、マイナンバー取得対象者の情報が受託者側へ連携

された場合、当該情報を JICA側へ提供すること。

③ JICA 側にて実施する法定調書等の作成等業務に際して、以下の要件を

満たしたうえでサービスを提供すること。

１） JICA 側担当者が、ID・PW を入力する等、適切な認証を行ったうえ

で受託者の提供するサービスを利用できるような仕組みを提供す

ること。

２） JICA側担当者がマイナンバー以外の帳票作成情報を提供したのち、

受託者側の環境内で法定調書等や電子申告用のデータを作成し、

JICA側へ提供すること。

３） 法定調書等や電子申告用のデータは、PDF や CSV の形式を用いて、

第三者が情報に触れることのない仕組みを用いて JICA 側へ提供す

ること。

４） マイナンバー取得対象者以外の人材及び法人に対し法定調書等を

作成する必要がある場合、JICA 側担当者が帳票作成情報を提供し

たのち、受託者側の環境内で対象の帳票や電子申告用のデータを作

成し、JICA側へ提供する仕組みがあること。

５） 作成を予定している法定調書等は以下のとおり。

・ 給与所得の源泉徴収票

・ 給与支払報告書（個人明細書）

・ 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書

・ 非居住者等に支払われる給与、報酬、年金及び賞金の支払調書

・ 不動産の使用料等の支払調書

・ 不動産の売買または貸付のあっせん手数料の支払調書

６） JICA側担当者のログイン、操作等の履歴について、ログとして保管

し、JICAからの要請に応じて当該ログを JICA側が参照できる仕組

みを提供すること。

７） ログの保管期間については最低一年間とすること。

④ 上記に示すマイナンバー等管理業務について、想定業務量は次の通り。

大きな増減要因は現時点で想定していないが、発注を保証するもので

はない。
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項目 想定件数／条件 

既に JICAが収集・保管し

ているマイナンバー（初期

導入・準備業務における登

録対象） 

6,800件 

マイナンバー収集対象 1,200件/年 

申請者からの問合せ 収集対象の 15% 

提出勧告対象 収集対象の 35% 

不備内容連絡／再申告依頼 収集された件数の 10% 

Web申請／紙申請の割合 Web35%、紙 65% 

（4） スケジュール要件

受託者は、以下の全体スケジュールに則り、スケジュールを詳細化したう

えで業務を遂行すること。

5. 業務実施上の留意事項

（1） 運用要件

受託者は、以下の要件に留意し、JICA が円滑に業務遂行できるための適切な運

用を行うこと。

(ア) マイナンバー等管理・帳票作成サービスについて、休日に関する法律

に定める休日を除く月曜日から金曜日までの 9 時 30 分から 17 時 45 分ま

では利用できることを必須とすること。

(イ) 受託者のサービス提供の拠点と JICA の拠点は、IP-VPN にて接続する

等により、受託者と JICA 間での情報授受を実施する上でのセキュリティ

を確保すること。

(ウ) マイナンバー管理・帳票作成サービスの利用ユーザは 4 名程度を予定

しているところ、それぞれが個別のユーザ ID、PW を利用してサービスを

利用できること。
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(エ) 保管される外部人材のマイナンバーの収集状況（収集依頼中、不備内

容連絡済、督促中、取得済等のステータス情報）について、一覧として表

示でき、Excelや CSV等でダウンロードできるような仕組みとすること。

(オ) 収集に必要な情報（氏名、住所等）の他、JICAにて管理している対象

人材を識別するための ID についても併せて受託者へ提供予定である。マ

イナンバーを参照する際や収集状況を確認する際は、当該 ID もキーの一

つとして検索できるような仕組みとすること。

(カ) 当該サービスに関する JICA 担当者及びマイナンバー収集対象者から

の問合せ窓口を設置すること。

(キ) 当該サービスへの問合せ対応は、行政機関の休日に関する法律に定め

る休日を除く月曜日から金曜日までの 9 時 30 分から 17 時 45 分までを必

須とすること。

(ク) 収集したマイナンバーのデータは適切にバックアップを行うこと。な

お、災害等による電子データの損失を避けるため、バックアップ拠点を別

途設置すること。

(ケ) 2024年 7月以降、当月分の作業実績を取りまとめた「月次業務実施報

告書」を作成し、JICAへ提出すること。なお、提出期限及び報告形式等の

詳細については、以下「6.成果物品・業務提出物等」参照）。報告内容に

ついて、現在は以下を想定している。

①マイナンバーの収集、保管、廃棄、利用等の実績値

② 収集者と受託者、JICAと受託者間にて発生した資料授受に関する経費

（郵便、国内発送、バイク便等）

(コ) 2024年 7月度以降、当月分の経費実績を「経費精算報告書」として作

成し、JICAへ提出すること（報告形式等の詳細については、「6.成果物品・

業務提出物等」参照）。

(サ) 本業務に関する JICA からの定期または不定期の点検または監査を受

け入れること。また、そのために必要な体制を整えておくこと。点検の頻

度や実施方針については、契約締結後 JICA と協議の上決定すること。な

お、点検または監査により指摘が生じた場合には、その指摘事項について

の対応を検討すること。

（2） セキュリティ要件

受託者は、マイナンバー等が漏洩、減失または毀損することなく適切な管理を

行うために組織的・人的・物理的・技術的等の安全管理措置を講じることが必須

となる。「特定個人情報の適切な取り扱いに関するガイドライン（行政機関等・

地方公共団体等編）個人情報保護委員会2」、別紙 2「個人番号関係事務の外部委

託における契約事務の取扱について」並びに同別添 1「特定個人情報等の安全管

理に関する基本方針」、契約書第 26条、「サイバーセキュリティ対策に関する

規程」及び「サイバーセキュリティ対策実施細則」を参照し、必要な安全管理措

置を講じること。 

(ア) 安全管理措置の対応項目、基準は、別紙 2「個人番号関係事務の外部委託に

おける契約事務の取扱について」の別添 2「個人情報の安全管理措置に関す

る調査シート」に基づき、適切な安全管理措置を講じること。

(イ) 本業務について、内部のセキュリティ管理を行う管理者を配置すること。

2 特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等編）-個人情報保護委員会- (ppc.go.jp) 

10

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/2307_my_number_guideline_gyousei.pdf


(ウ) セキュリティ対策状況について、「初期導入・準備業務」フェーズで発注者

に報告すること。

(エ) セキュリティ対策について、各作業工程の状況に応じて、適宜改善策を検討

し、JICA の承認を得ること。

(オ) セキュリティ対策状況について、公正な立場で監査できる者によるセキュ

リティ監査が実施された場合には、受注者の負担と責任において迅速に対

応すること。

(カ) セキュリティに関する事故及び障害等が発生した場合には、速やかに JICA

に報告し、対応策について協議すること。

(キ) 本仕様書の業務を履行する上で知り得たシステムの構造、機器、セキュリテ

ィ設計及びソフトウェアで新たに開発された技術、知識並びに本調達にお

いて知り得た一切の情報等については、その機密を保持するものとし、JICA

に無断で公開又は第三者への提供を行ってはならない。

(ク) その他

以下の事項について留意して対応すること

① 本業務で取扱う情報の保管・保存場所は日本国内とすること。

② 本業務で取扱う情報の保管・保存場所は「データセンターファシリティス

タンダード」（JDCC FS-001）ティア 3相当以上（但し、基準項目は必須）

の施設であること。なお、ティア 4相当または「金融機関等コンピュータ

システムの安全対策基準・解説書3」（FISC安全対策基準）に適合している

こと。

③ 「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群4」の最新版を参照

し、適切なセキュリティ対策を講ずること。

④ 本業務にてクラウドサービスを利用する場合、ISMAP 等クラウドサービス

リスト登録済みのサービスを用いること。

（3） 実施体制及び業務従事者の経験と能力

(ア) 本業務にかかる JICA側の実施体制は以下の通りとなる。これに併せて受

託者は本件業務の仕様を踏まえ、最適な要因配置を検討・担当者の役割

及び責任範囲を定義・提案すること。

① 業務責任者

業務全体を総括する業務責任者を 1名配置すること。業務責任者は、

作業スケジュール管理、契約管理、適切な実施体制の維持、相談対

応の質の維持と向上、JICAとの連絡・調整など、本業務全体が適切

かつ円滑に履行されるように努めるものとする。また、求められる

経験・能力としてはマイナンバー制度に関する深い知見を有し、JICA

と同規模のマイナンバー取扱い業務（上記、4.（3）（イ）④想定業

務量参照）における業務責任者としての経験が 5年以上あること。

② 主な業務従事者

JICA向けの担当窓口となる要員を配置すること。本業務の実務担当

者として、業務責任者の指示の下、上記「4．業務の内容」に記載し

た業務を行う能力を有すること。

3 FISC 金融情報システムセンター金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準・解説書（第 10 版）【PDF 版】 

4 kijyunr5.pdf (nisc.go.jp) 
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なお、やむを得ず上記の役割に配置された要員を交代する場合は、書

面による発注者の承認を得ること。 

受託者は、本業務の全部あるいは一部を第三者に再委託し、または第三

者に請け負わせてはならない（ただし、廃棄処理を除く）。 

（4） 業務の引継

JICAは、受託者が本業務を開始するまでの間に、当該業務が円滑に実施され

るよう確実に必要かつ十分な説明・確認等を行うものとする。本業務の開始に

あたり、現行受託者との引継ぎ業務は発生しない見込み。現行受託者にて保持

するマイナンバー等の情報、収集の際に連携した情報等については、JICAより

CSVの形式で連携する。なお、現行契約と同じ受託者が受注した場合には、4.

（3）「(ア)マイナンバー等収集・管理業務開始にかかる準備業務（契約締結

～2024年 6月）」に係る経費は契約金額に含めない。また、本業務の終了に伴

い受注者が変更となる場合には、受注者は当該業務が開始される少なくとも 1

ヵ月前までに、業務内容を明らかにした書類等を JICAに提出するものとする。

なお、本業務の契約期間が終了する際、JICA が提供した情報については、書

類や電子データ等の媒体の種類によらず、全て JICA に返却するか適正に廃棄

すること。また、本業務の遂行にあたり収集した情報及び本業務仕様書におい

て作成が義務付けられている書類又は電子媒体については全て JICA に無償

で引き渡すこと。

6. 成果品・業務提出物等

本業務の成果品および業務提出物は以下の表のとおり。それぞれ納入前に JICA と

の協議及び調整を踏まえ、必要に応じ見直した上で、提出期限までに JICA 担当者の

検査・承認を得ることとする。納入場所は、JICA財務部会計課とする。各成果品およ

び提出物は、電子データにて提出すること（製本版の作成・提出は不要）。 

No. 区分 名称 納入期限 

1 提出物 業務計画書 契約締結後 2週間以内 
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2 成果品 サービス利用マニュアル 2024年 5月中旬まで 

3 提出物 教育実施計画書 2024年 6月上旬まで 

4 成果品 作業完了報告書 2024年 6月末まで 

5 成果品 月次業務実施報告書 

（2024年 7月以降の月次運用実績） 

翌月 15日まで※（当該日

が休日の場合は、直前の

営業日まで） 

6 提出物 経費精算報告書 

（2024年 7月以降の月次経費実績） 

翌月 15日まで※（当該日

が休日の場合は、直前の

営業日まで） 

7 提出物 廃棄証明書 廃棄実施後速やかに提出 

※JICAの事業年度末においては、JICAが納入期限を別途通知する日までとする。

7. 経費支払方法

（1） 初期導入・準備業務においては、受託者は、業務完了後、JICAに対し、「作

業完了報告書」を提出し、JICAによる検査に合格した後、受託者は附属書Ⅱ

「契約金額内訳書」に定められた額の請求を行うこととする。

（2） マイナンバー等収集・管理業務開始後は、「月次業務実施報告書」及び「経費精

算報告書」を提出し、JICA による検査に合格した後、受託者は附属書Ⅱ「契約

金額内訳書」の単価及び実績に基づく金額を JICAに請求する。なお、郵便、国

内発送、バイク便等に要した費用は、受託者が立替払いを行い、その経費内訳を

「月次業務実施報告書」に記入すること。

以 上 

別紙 1：契約の管理について 

別紙 2：個人番号関係事務の外部委託における契約事務の取扱について 
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別紙１ 

契約の管理について 

1. 打合簿の作成

(1) 契約書第 5 条に定義する監督職員（以下、「監督職員」という。）の指示、

承諾及び協議は、その内容を打合簿（発注者指定様式）に記録し、同第

6 条に定義する業務責任者（以下、「業務責任者」という。）と監督職員

とがそれぞれ保管する。

(2) 以下、2. (2)及び(3)に定める契約内容の変更について合意する場合は、

監督職員に加えて、独立行政法人国際協力機構調達・派遣業務部契約第

三課長の職にある者（以下、「契約第三課長」という。）が打合簿の承認

を行う。

(3) 打合簿は、監督職員及び業務責任者の承認を終えた時点で合意が成立し

たものとみなす。ただし、1. (2)で定める契約第三課長の承認を要する打

合簿は、左記の二者に加え、契約第三課長の承認を終えた時点で合意が

成立したものとみなす。

2. 契約内容の変更及び確認

本契約書で定める事項を変更及び確認する場合の手続きについて、次のとお

り定める。

ただし、契約の変更は、契約事務取扱細則第 25 条第 1 項の各号の要件5を満

たす場合に限って実施できるものとする。

(1) 以下の変更を実施する場合、監督職員及び業務責任者の二者による打合

簿（以下、これを「二者打合簿」という。）を以て変更内容とその必要性

について合意する。

・ 契約総額の増減を伴わない業務内容の軽微な変更

・ 契約総額の増減を伴わない附属書Ⅱ契約金額内訳書の変更（定額計

上の対象とした直接経費内での費目間流用）

・ 成果物及びその他業務提出物の提出日または提出方法の変更

・ 業務スケジュールの変更、また契約締結時に未定だったスケジュー

ルの確定

5 以下、契約事務取扱細則（抜粋）のとおり。 

(契約の変更) 

第 25 条 契約担当役は、以下の各号の要件を満たす限り、必要に応じ、契約の

内容、契約金額及び履行期限等を変更（以下「契約変更」という。）することが

できる。  

(1) 契約の同一性が確保されること。

(2) 当初の契約相手方の選定過程における公正性が損なわれないこと。

2 契約変更は、書面によりこれを行わなければならない。
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・ 主要な業務従事者（技術評価の対象となった者）の変更

(2) 以下の変更を実施する場合、監督職員、業務責任者及び契約第三課長の

三者による打合簿（以下、これを「三者打合簿」という。）を以て変更内

容とその必要性について合意する。

・ 契約総額の増減を伴わない附属書Ⅱ契約金額内訳書の変更（定額計

上の対象外とした直接経費内での費目間流用、報酬から定額計上の

対象外とした直接経費または定額計上の対象外とした直接経費から

報酬への費目間流用、費目の追加・変更）

・ 支払計画の変更

・ 再委託先の決定・変更

(3) 以下の変更を実施する場合、三者打合簿を以て変更内容とその必要性に

ついて合意する。

また、三者打合簿による合意後、発注者及び受注者の代表者間において、

速やかに変更契約書を締結する。

・ 業務内容の変更

・ 契約金額の変更

・ 契約総額の増減を伴わない附属書Ⅱ契約金額内訳書の変更（上記 2.

(1)および(2)で定めるものを除く全ての費目間流用）

・ 履行期間の変更

なお、三者打合簿による合意を以て、受注者は、三者打合簿に記載の変

更内容にかかる業務に着手できるものとする。

以上に記載のない事項にかかる変更、また個別事例にかかる対応については、

監督職員、業務責任者及び契約第三課長で協議の上、必要な手続きを確認する。 

以上 
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別紙 2 

個人番号関係事務の外部委託における 

契約事務の取扱について 

2016年１月より社会保障、税、災害対策分野で番号制度（マイナンバー制度） 

が開始しました。事業者は、「行政手続きにおける特定の個人を識別するため 

の番号の利用等に関する法律」（平成 25年法律第 27号。以下「番号法」という。） 

に従い、個人番号（マイナンバー）及び個人番号をその内容に含む個人情報（以 

下「特定個人情報等」という。）を適正に取り扱うことが求められます。特に、 

番号法上の「個人番号関係事務の業務委託契約」に該当する契約では、発注者 

が受注者の行う安全管理措置に対する監督義務を負います。具体的には、特定 

個人情報等の保護に関する条項を含む契約の締結、業務委託機関の安全管理措 

置実施状況の確認および定期検査等、通常の業務委託契約にはない追加的な対 

応が求められます。 

応札者および受注者に対応して頂く事項は、以下の通りです。 

１．契約前の当機構による安全管理措置の確認 

（１）当機構の安全管理措置について

当機構は、番号法において「個人番号関係事務の業務委託契約」に該当する

契約について、当機構の安全管理措置と同等の措置が講じられるよう契約相手 

方の監督義務を果たすことが求められており、それに応ずるための対応をとる 

必要があります。つきましては、当機構の特定個人情報等の安全管理に関する 

基本方針（別添１）を確認の上、応札または受注後の契約事務をお願いします。 

※尚、当機構は、（「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律」（平成 15年法律第 59号）第２条第１項に規定する独立行政法

人等をいう。）に該当する独立行政法人です。このため、当機構の業務

において特定個人情報等の漏洩等の「番号法」違反の事案又は「番号法」

違反のおそれのある事案が発覚した場合には、外務省や個人情報保護委

員会への報告が必要となり、情報漏えいの事実が公表される可能性があ

ります。

この対応は、当機構が管理責任を持つ「個人番号関係事務の業務委託

契約」にも適用されます。このため、機構との契約で特定個人情報等の

遺漏などの事案が発生した場合は、受注者の名前を含めて公表される可

能性があることを予めご理解ください。

（２）当機構による応札者・契約交渉相手の安全管理措置の確認への協力依頼

上記１．（１）に示した当機構の安全管理措置に準拠し、応札者や契約交渉

相手に於いても同等の安全管理措置が講じられているか否か、別添２「個人情 

報の安全管理措置に関する調査シート」を用いて確認します。手順は次の通り 

です。 
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ア 機構からの求めに応じ、別添２のリストに回答を記載・押印の上、提

出して下さい。

イ 必要に応じて当機構からの電話等による追加ヒアリングを行いますの

で、ご協力をお願いいたします。

ウ また、上記ア、イの調査を踏まえ、契約締結後には、安全管理措置に

関する実地検査を行う予定ですので、依頼のあった際にはご協力をお

願いいたします。

２．特定個人情報等の保護に関する条項を含む契約の締結 

 入札説明書第５の契約書（案）を参照下さい。特定個人情報などの保護につ 

いては、第２６条の２を参照下さい。 

３．契約締結後の対応 

（１）特定個人情報等の管理責任者および担当者の確認

 受注者の安全管理措置の実施体制に応じて、該当する契約に於ける次の担当 

者を打合簿にて確認します。 

・保有個人情報の管理責任者と担当者

・特定個人情報等の管理責任者と担当者

打合せ簿の案は、別添のとおりです。 

（２）当機構業務主管部門による年一回以上の定期検査等への対応

 「番号法」に対応した業務委託契約書の雛形にあるとおり、契約期間中、報 

告書の提出のタイミング等を目途に、年一回以上の安全管理措置の実施状況に 

関する定期検査を行います。 

定期検査の方法としては、次の方法を想定しています。 

・業務報告書に必要な報告内容を記載する。

・必要に応じて、電話等でのヒアリングまたは実地検査を行う。

 報告内容としては、マイナンバーの収集・保管、廃棄等のアクセスログや、 

業務従事者への教育の実施回数等を確認します。 

（３）契約終了時のマイナンバーの廃棄・削除証明の提出

 契約終了時には、契約期間中に収集・利用・保管したマイナンバーに関する 

データ一式を、復元不可能な形で廃棄・削除し、その廃棄・削除証明を業務完 

了報告書に添付して提出して下さい。様式案は別添４のとおりです。 

以  上 

別添１：特定個人情報等の安全管理に関する基本方針 

別添２：個人情報の安全管理措置に関する調査シート 

別添３：打合簿案（特定個人情報等の管理責任者および担当者の確認用） 

別添４：廃棄・削除証明書案 
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別紙２の別添１ 

特定個人情報等の安全管理に関する基本方針 

1．特定個人情報等の保護に関する考え方

独立行政法人国際協力機構では、「行政手続における特定の個人を識別する番

号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。）に 

定められた事務において特定個人情報等を取り扱う。番号法においては、「独立 

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 59 号。以 

下「独立行政法人個人情報保護法」という。）に定められる措置の特例として、 

特定個人情報等の利用範囲を限定する等、より厳格な保護措置を定めていること 

から、管理体制及び管理規程、取扱規程等を整備し、職員等に遵守させる等の措 

置を講じ、適正に特定個人情報等を取り扱う。 

2．特定個人情報等の保護方針 

 個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）を取り扱う全 

ての事務において、次のとおり特定個人情報等を適正に取り扱う。 

  （法令遵守） 

①特定個人情報等の適正な取扱いに関する法令等（ｔ）を遵守する。

  （注）法令等には次のものを含む。 

・ 番号法

・ 独立行政法人個人情報保護法等関連法令

・ 特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団

体等編）（平成 26 年特定個人情報保護委員会告示第６号）

・ 独立行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針に

ついて（平成 16 年９月 14 日付け総管情第 85 号総務省行政管理局長通知、一部

改正平成 27 年 8 月 25 日総管管第 71 号）

（安全管理措置） 

②特定個人情報等の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の適切な管理のために必要

な安全管理措置を講ずる。

（適正な収集・保管・利用・廃棄、目的外利用の禁止） 

③特定個人情報等は、番号法に定められた事務のうち、あらかじめ本人に通知した

利用目的の達成に必要な範囲内で適正に利用、収集・保管及び提供するとともに、

不要となった特定個人情報等は速やかに廃棄する。また、目的外利用を防止する

ための措置を講ずる。

  （委託・再委託） 

④特定個人情報等を取り扱う事務の全部又は一部を委託する場合、委託先（再委託

先を含む。）において、番号法に基づき機構自らが果たすべき安全管理措置と同

等の措置が講じられるよう必要かつ適切な監督を行う。

18



（継続的改善） 

⑤特定個人情報等の保護に関する取扱規程等及び安全管理措置を継続的に見直し、

その改善に努める。

3.問合せ先

総務部総務課 電話 03-5226-8830
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【別紙2別添2】 　個人情報の安全管理措置に関する調査シート

【役職】
【氏名】

【役職】
【氏名】

№ 分類 項目 判断基準 結果 備考

1
特定個人情報等の具体的な取扱いを定める規
定を整備していますか。

・管理段階（取得・利用・保存・提供・削除/廃棄）毎の取扱方
法、責任者・事務取扱担当者及びその任務等に関して規定されて
いるか、確認する。
・4つの安全管理措置（組織的、人的、物理的、技術的）が規定
されているか、確認する。

2
安全管理措置を講ずるための組織体制を整備
していますか。

・管理責任者（或いは総括責任者）が任命されており、体制図等
の書面に明記されているか、確認する。

3

特定個人情報の取扱い（取得・入力、移送・
送信、利用・加工、保管・バックアップ、消
去・廃棄等の作業）における事務担当者を設
置しているか。

・事務担当者が任命されており、役割が文書化されるなど明確化
されているか、確認する。

4
事務取扱担当者が取り扱う特定個人情報等の
範囲は明確にされていますか。

・書面等により、当該業務で取り扱う特定個人情報等の範囲が明
確に規定されているか、確認する。

5

個人情報の漏えい等の事故が発生した場合又
は、発生の可能性が高いと判断した場合の、
代表者等への報告連絡体制は整備されていま
すか。

・連絡体制図、若しくは連絡先を書面等に明記しているか、確認
する。

6
特定個人情報の取扱状況について定期的に点
検を実施していますか。

・定期点検の計画、実施状況、出来れば改善等を行った結果があ
れば、確認する。

7
新入社員等が入った場合、特定個人情報の取
扱い等について教育等を実施していますか。

・資料などを作成しているか、受講者や講師名を含め、教育の記
録を残しているか、確認する。

8
特定個人情報等を取り扱う事務取扱担当者と
誓約書を締結していますか。

・実際にこの件で誓約書を締結しているか、確認する。

9

・入退室の記録を取得しているか、記録が残っているか、確認す
る。
※建物内への入退室記録、取扱区域への入退室記録、管理区域内
への入退室記録、情報システム室等への入退室記録などの確認

10 ・部外者を識別するための措置を講じていいますか

11 ・持ち込み機器等の制限等の措置を講じているか、確認する。

12
・部外者が入室する場合の立会い等の措置を講じているか、確認
する

13 ・入室する権限を有する者を定めているか、確認する。

14 ・入室に係る認証機能の設置は設置されているか、確認する。

15
・不正侵入に備えて、警報装置や監視装置の設置等の措置を講じ
ているか、確認する。

16
・離席時の個人データを記した書類、媒体、携帯可能なコン
ピュータ等の机上等への放置を禁止しているか、確認する。

17

・電子媒体又は書類等は、施錠キャビネットや書庫又は必要に応
じてい耐火金庫に保管しているか、確認する。
・情報機器に関しては、セキュリティワイヤー等により固定され
ているか、確認する。
・上記の鍵の保管についても確認する。

18
個人情報を含む文書の保管場所、利用場所を限定しているか、確
認する。

19
・深夜等、関係者不在時に、文書利用／保管場所の施錠を行って
いるか、確認する。

20
・データの暗号化、パスワードによる保護が実施されているか、
確認する。

21
・電磁的記録媒体の情報システム端末等への接続制限や一定数以
上の個人情報をダウンロードする際には、警告等が表示されるな
どの措置が実施されいるか、確認する。

22

・データの暗号化、パスワードによる保護が実施されているか、
確認する。該当する状況において、個人情報の持ち運び、パス
ワード設定／暗号化の措置をどのように行うか、担当者に手順を
ヒアリングする、手順書を閲覧する、実地にて操作状況を確認す
る等の手段により、判断する。
・書類に関しては、封緘、目隠しシール等が使用されいるか、確
認する。
・持出記録等があるか、確認する。

23
・特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場
合、通信経路における情報漏えい等を防止するための対策を行て
いるか、確認する。

24

・書類の廃棄の場合、復元不可能な手段（例：焼却、溶解等）が
採用されているか、確認する。
廃棄するまでの書類や電子媒体の保管場所、保管方法について、
取扱区域外に設置されていたり、誰でも持出可能な状態になって
いないか、確認する。

※ 電子媒体はバックアップ先の媒体(DATテープ/外付け
HDD等)についても確認の対象とする。

25

・個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合、又は
電子媒体等を廃棄した場合には、削除又は廃棄した記録を保存し
ているか、確認する。
（削除・廃棄を委託した場合、証明する記録等があるか、確認す
る。）

同上

26

・個人特定情報等を削除・廃棄したことを、責任ある立場の者が
承認等を行っているか、確認する。
・特定個人情報は保持期限前に削除・廃棄されていないことを確
認する。
・特定個人情報が、保持期限を過ぎてからも不必要に保管/保存
されていないことを確認する。

同上

27

ID／パスワードによるユーザ認証等を行い、
必要最低限の者のみ個人情報にアクセスでき
るようシステム上の制限を実施しています
か。

・受託した個人情報を電子データにて保存する環境において、
ID/パスワード等を使用してユーザ認証を行い、必要のない者が
アクセスできないよう制限を行っているかどうか、システムの仕
様を担当者にヒアリングする、実地にてユーザ認証の操作を調査
することにより、判断する。

【ヒアリング内容の例】
１．システム上でアクセス可能なアカウント数
２．１のアカウントを利用可能な人数
３．OS上で情報にアクセス可能なアカウント数
４．３のアカウントを利用可能な人数
５．それぞれのパスワードの管理方法、変更等の規約

28

・OS、データベース等において、個人情報へアクセスしたことに
ついてのログ（アクセス対象、ユーザ名、アクセス時間等）を取
得しているか、システムの仕様を担当者にヒアリングして判断す
る。

【ヒアリング内容の例】
１．取得可能なログの種類(例：OSのイベントログ、アプ
リのエラーログ)
２．(それぞれのログに関して)取得可能な情報(例：IPア
ドレス、端末名)
３．(それぞれのログに関して)保存期間

29
・不正な使用等がないか、ログのチェックを定期的に行っている
か、確認する。

【ヒアリング内容の例】
１．チェックの周期
２．チェックの観点

30
個人情報を格納しているシステム上にてウィ
ルスチェックを行っていますか。

・ウィルスチェックを行っているか、定義ファイルは更新されて
いるか、担当者に対するシステム仕様のヒアリング及び仕様書等
による説明を受けて、判断する。

31
外部からの不正アクセスから情報システムを
保護する仕組みを導入し、運用しています
か。

・不正アクセスへの対策として実施している内容について、担当
者に対するシステム仕様のヒアリング及び仕様書等による説明を
受けて、判断する。
・また、ログの分析を定期的に実施しているか、確認する。

※ パブリッククラウド基盤等、複数の利用者で筐体、
ネットワーク等を共有する場合は、他の利用者がマルウェ
ア等の被害にあった場合の影響について把握し、その回避
策について確認すること。

32
情報にアクセス可能な端末について、作業者
の離席時におけるログオフ等、第三者に端末
を使用されないような運用を行っているか。

離席時における対応手段を担当者にヒアリングする。また、ログ
オフによる運用を手順書等に明記しているか、若しくは実地にて
スクリーンセーバーロックを設定しているか調査し、どちらかの
対応を行っていればよいこととする。

33
情報システム等の脆弱性への対応を行ってい
ますか。

・脆弱性がある場合、それを管理し、対応策を実施しているか、
確認する。

34
再委託先における責任者等の管理体制は明確
になっていますか。

再委託先の管理体制について、体制図等で明示されているか確認
する。

35
再委託先との契約において、以下の事項は契
約に含まれていますか。

契約書の内容について、確認を行う。
・秘密保持の義務
・再々委託の制限または条件に関する事項
・個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項
・個人情報の複製等の制限に関する事項
・再委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する
事項
・各項目に違反した場合における契約の解除権
・再委託先における個人情報の管理状況に関する委託先の検査権

最終評価：
1.問題なし
（チェック項目にすべて「A.実施」が記入されている場合）
2.要改善
（チェック項目に「B.一部のみ実施」、「C.未実施」が記入されている場合）
⇒改善を依頼することになりますので、その旨を備考欄に記載する。

委託先の
特定個人情報等事

務担当者 【記載方法】・下記表の各項目と判断基準を確認し、結果の欄に、達成状況を記載する。・達成状況は、「Ａ実施」「Ｂ一部
のみ実施」「Ｃ未対応」のいずれかの区分を記載する。該当しない場合は、「Ｎ／Ａ」と記載する。・備考欄には、結果を受
けての補足事項を記載する。特に、「Ｂ」や「Ｃ」の場合、改善計画や改善実施される時期を記載すること。

物理的安全管
理措置

特定個人情報ファイルを取り扱う情報システ
ムを管理する区域（以下「管理区域」とい
う。）及び特定個人情報等を取り扱う事務を
実施する区域（以下「取扱区域」という。）
を明確にし、物理的な安全管理措置を講じて
いますか。

管理区域及び取扱区域における特定個人情報
等を取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗
難又は紛失等を防止するために、物理的な安
全管理措置を講じていますか。

電子媒体等に取扱いにおいて、情報の漏えい
等の防止のために措置を講じていますか。

特定個人情報が記録された電子媒体又は書類
等を持ち出す場合、容易に個人番号が判明し
ないような措置、追跡可能な移送手段の利用
等、安全な方策を講じていますか。

個人番号、特定個人情報ファイルの削除、機
器及び電子媒体等の廃棄に際し、適切な措置

を講じていますか。

再委託（機構
から許可を得
て個人情報を
取り扱う業務
の再委託を実
施している場
合）

調査実施日

契約案件名

契約期間

委託先の
特定個人情報等管

理担当者

最終評価

技術的安全管
理措置

個人情報へのアクセス記録の取得を行ってい
ますか。

組織的安全管
理措置

人的安全管理
措置
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別紙 2の別添 3 

打合簿（契約変更なし） 

打合簿番号 

承認日    年  月  日 

監督職員 国際 太郎 印 

業務責任者   協力 一郎 印 

調達管理番号：2XaXXXXX 

案件名：◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇業務 

監督職員と業務責任者は、以下の変更内容とその必要性について合意する。 

番 

号 

内容区分 合意内容 金額の増減 

（円） 

定額計上の 

残額の使用 

備考 

1 
保有個人情

報および特

定個人情報

等の管理責

任者と担 

当者の関係

について 

監督職員と業務主任者は、契

約書第 26 条（個人情報保

護）第１項（３）および第 
26 条の 2（特定個人情報保

護）第１項（３）において、

別途文書にて定めるとした責

任者 
および担当者を次のとおり確

認した。  

第 26 条（個人情報保護）  

・管理責任者:

・担当者：

第 26 条の 2（特定個人情報

保護）

・管理責任者：

・担当者：

2 

3 

4 

5 

【解説】 個人隋報保護並びに

特定個人隋報保護の管理責任

者、担当者が兼務の場合 
は、その様に記載して下さい 
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別紙 2の別添 4 

独立行政法人国際協力機構 

契約担当役理事 

廃棄・削除証明書（案）

株式会社○○ 

代表取締役 ○○ 

（公印） 

以下のとおり特定個人情報を廃棄・削除しましたので、証明します。 

処理（○をつける） 廃棄・削除 

廃棄または削除の方法 

処理日

特記事項 i 

証明欄:20●●年 月 日 

i特定個人情報の削除･廃棄を委託した場合は、委託先から本紙と同様の証明書 

を受領の上、写しを添付して特記事項にその旨を記載下さい。 
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技術提案書の作成要領（案） 

技術提案書の作成にあたっては、「第２ 業務仕様書案」に明記されている内容等を

技術提案書に十分に反映させることが必要となりますので、内容をよくご確認くださ

い。 

１.技術提案書の構成と様式

技術提案書の構成は以下のとおりです。

技術提案書に係る様式のうち、参考様式については機構ウェブサイトからダウンロ

ードできます。ただし、あくまで参考様式としますので、応札者独自の様式を用 

 いて頂いても結構です。技術提案書のページ数については、評価表「技術提案書作 

成にあたっての留意事項」のとおりです。 

   （https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/domestic/op_tend_evaluation.html） 

（１）社としての経験・能力等

１） 類似業務の経験

a )類似業務の経験（一覧リスト）・・・・・・・（参考：様式１（その１））

b )類似業務の経験（個別）・・・・・・・・・・（参考：様式１（その２））

２）資格・認証等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（任意様式）

（２）業務の実施方針等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（任意様式）

１）業務実施の基本方針（留意点）・方法

２）業務実施体制（要員計画・バックアップ体制等）

３）業務実施スケジュール

（３）業務責任者の経験・能力等

１）業務責任者の推薦理由・・・・・・・・・・・・・・・・・（任意様式）

２）業務責任者の経験・能力等・・・・・・・（参考：様式２（その１、２））

３）特記すべき類似業務の経験・・・・・・・・・・（参考：様式２（その３）

２.技術提案書作成にあたっての留意事項

（１）技術提案書は別紙の「評価表」を参照し、評価項目、評価基準に対応する形で

作成いただきますようお願いします。（評価項目、評価基準に対応する記述がな

い場合は、評価不可として該当項目の評価点は０点となりますのでご留意くださ

い。）

（２）WLB等推進企業（女性活躍推進法、次世代育成支援対策推進法、青少年の雇用

の促進等に関する法律に基づく認定企業や、一般事業主行動計画策定企業）への

評価については、別紙「評価表」のとおり、評価項目の内、「１．社としての経

験・能力等 （２）資格・認証等」で評価しますが、評価表の「評価基準（視

点）」及び「技術提案書作成にあたっての留意事項」に記載の条件を１つでも満

たしている場合には、技術評価点満点１００点の場合は一律１点、満点２００点

の場合は一律２点を配点します。

３．その他 

技術提案書は可能な限り 1 つの PDF ファイルにまとめて、提出ください。 

別紙：評価表（評価項目一覧表） 

23

https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/domestic/op_tend_evaluation.html


評価項目 評価基準（視点） 配点
技術提案書作成

にあたっての留意事項

70

業務を受注した際に適切かつ円滑な業務が実施できる
ことを証明するために参考となる、応札者の社として
の類似業務の経験、所有している資格等について、記
載願います。

80

業務の実施方針等に関する記述は7ページ以内として
ください。

（３）業務実施スケジュール
・仕様書に記載の業務実施期間を遵守したうえで各種要件を満たすために必要
な作業項目及び実現可能なスケジュールが具体的かつ現実的なスケジュール案
が提示されているか。

5

業務実施にあたっての作業工程をフロー
チャート・作業工程計画書等で作成願います。

50

業務責任者の経験・能力等（類似業務の経験、実務経
験及び学位、資格等）について記述願います。

（２）業務責任者としての経験 ・最近5年の総括経験にプライオリティをおき評価する。 10

合計 200

評　価　表（評価項目一覧表）

１．社としての経験・能力等

（１）  類似業務の経験

・類似業務については実施件数のみならず、業務の分野（内容）と形態、発注
業務との関連性に鑑み総合的に評価する。特に評価する類似案件としては公的
機関における事務アウトソーシング（BPO）業務及びマイナンバー収集・管理に
関する各種支援業務とする。

・概ね過去5年までの類似案件を対象とし、より最近のものに対し高い評価を与
える。

60

当該業務に最も類似すると思われる実績（3件以内）
を選び、その業務内容（事業内容、サービスの種類、
業務規模等）や類似点を記載ください。特に、何が当
該業務の実施に有用なのか簡潔に記述してください。

（２）業務実施体制（要員計
画・バックアップ体制）

・提示された業務の基本方針及び方法に見合った実施（管理）体制や要員計画
が具体的かつ現実的に提案されているか、プロジェクト完遂に向けた進捗管
理、品質管理、改題管理の手法が具体的に示され、業務実施上重要な専門性が
確保されているか。具体性のないあいまいな提案となっていないか。

・業務責任者と各業務担当の役割が明確に示されているか。要員計画が適切か
（外部の人材に過度に依存していないか。主要な業務の外注が想定されていな
いか）。

15

業務仕様書案に記載の業務全体を、どのような実施
（管理）体制（直接業務に携わる業務従事者のみなら
ず、組織として若しくは組織の外部のバックアップ体
制を含む）、要員計画（業務に必要な業務従事者数、
その構成、資格要件等）等で実施するか記述してくだ
さい。

（２）資格・認証等①

【以下の資格・認証を有している場合評価する。】

・マネジメントに関する資格（ISO9001 等）
・情報セキュリティに関する資格・認証（ISO27001/ISMS、プライバシーマーク
等）
・ISMAP運用支援機関からの通知書または登録番号およびクラウドサービスの名
称

・その他、本業務に関すると思われる資格・認証

8

資格・認証を有する場合はその証明書の写しを提出願
います。

「※行動計画策定・周知」
・従業員が101人以上の企業には、行動計画の策定・
届出、公表・周知が義務付けられている一方で、従業
員が100人以下の企業には努力義務とされています。
・行動計画策定後は、都道府県労働局に届け出る必要
があります。
・行動計画策定企業については、行動計画を公表およ
び従業員へ周知した日付をもって行動計画の策定とみ
なすため、以下に類する書類をご提出ください。（計
画期間が満了していない行動計画を策定している場合
のみに限ります。）
－厚生労働省のウェブサイトや自社ホームページで公
表した日付が分かる画面を印刷した書類
－社内イントラネット等で従業員へ周知した日が分か
る画面を印刷した書類

（２）資格・認証等②

【以下の認証を有している、もしくは行動計画の条件を
１つでも満たしている場合には、技術評価点満点100点の場合、一律１点、満点
200点の場合、一律２点とする。】

・女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定、プラチナえるぼし認定」のいずれ
かの認証、もしくは「※行動計画策定・周知」

・次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定、トライくるみん、プラ
チナくるみん認定」のいずれかの認証、もしくは「※行動計画策定・周知」

・若者雇用促進法に基づく「ユースエール認定」

2

２．業務の実施方針等

（１）業務実施の基本方針（留
意点）・方法

・業務の目的及び内容等を十分に理解し、それらを踏まえて業務実施のクリ
ティカルポイントを押さえ、想定されるリスクとこれに対応する業務方針が示
されているか。
・提案されている業務の方法については、仕様書の要件を満たす具体的かつ現
実的なものか。
・不備の少ない確実かつ迅速な回収のための収集方法の明確さ、督促タイミン
グ・方法・回数等回収率向上のための工夫は講じられているか。
・その他本業務の実施に関連して評価すべき提案事項があるか（例：当機構に
とっての利便性向上、効率化、コスト削減に資する提案等）。

60

業務仕様書案に対する、本業務実施における基本方針
及び業務実施方法を記述してください。
・第2業務仕様書案に記載の情報セキュリティ要件に
従い、必要な安全管理措置を記載してください。
・個人情報の管理体制、データの取扱方法について記
載してください。
・また、トラブルや事故等の発生時の体制について記
載してください。

当該業務に類似すると考えられる業務経験の中から
（現職含む）、業務責任者の業務内容として最も適切
と考えられるものを3件まで選択し、類似する内容が
具体的に分かるよう最近のものから時系列順に記述し
てください。

（３）その他学位、資格等
・発注業務と関連性の強い学歴（専門性）、資格、業務経験などがあるか。
・その他、業務に関連する項目があれば評価する。

5

当該業務に関連する資格を有する場合はその写しを提
出してください。

３．業務責任者の経験・能力

（１）類似業務の経験

・類似業務については実施件数のみならず、業務の分野（内容）と形態、発注
業務との関連性に鑑み総合的に評価する。特に評価する類似案件としては公的
機関における事務アウトソーシング（BPO）業務及びマイナンバー収集・管理に
関する各種支援業務とする。

・概ね過去10年までの類似案件を対象とし、より最近のものに対し高い評価を
与える。

35
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経費に係る留意点（案） 

１．経費の積算に係る留意点 

経費の積算に当たっては、業務仕様書（案）に規定されている業務の内容を十

分理解したうえで、必要な経費を積算してください。積算を行う上での留意点は

以下のとおりです。 

（１）経費の費目構成

当該業務の実施において想定される経費の費目構成は以下のとおりです。別紙

積算様式を用いて金額を計上ください。なお、必要に応じ、項目の統合、削除、

追加することも可能です。 

１）業務の対価（報酬）

① 準備業務に係る初期費用

システム導入費、導入支援対応費、データ移行費

② マイナンバー等収集・管理費用

通知、WEB収集、郵送収集、保管料、不備対応、照会対応、システムラ

イセンス保守、クラウド運用費、利用ユーザライセンス、督促対応、法

定調書データ作成費

２）直接経費

往信送料費、返信送料費、督促郵送費

※ 郵送費は、増税に伴い変更があった場合は、その費用とする。また、

返信方法は簡易書留の使用とする。

（２）消費税課税

課税事業者、免税事業者を問わず、入札書には契約希望金額の１１０分の１０

０に相当する金額を記載願います。価格の競争は、この消費税を除いた金額で

行います。なお、入札金額の全体に１００分の１０に相当する額を加算した額

が最終的な契約金額となります。

２．請求金額の確定の方法 

経費の確定及び支払いについては、第 2業務仕様書（案）7. 経費支払方法に記

載のとおりです。 

３．その他留意事項 

受注者の責によらない止むを得ない理由で、業務量を増加する場合には、機構

と協議の上、両者が妥当と判断する場合に、契約変更を行うことができます。受

注者は、このような事態が起きることが想定された時点で速やかに担当事業部と

相談して下さい。 

別紙 積算表 

25



別紙 
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契約書（案） 

業務委託契約書 

１．業務名称 ●●●●●●●●●●●●●●●● 

２．契約金額 金００,０００,０００円 

（内 消費税及び地方消費税の合計額 ０，０００，０００

円） 

３．履行期間 ２０●●年●●月●●日から 

２０●●年●●月●●日まで 

頭書業務の実施について、独立行政法人国際協力機構（以下「発注者」という。）

と●●●● ●●●●● ●●●●（以下「受注者」という。）とはおのおの対

等な立場における合意に基づいて、次の条項によって契約（以下「本契約」とい

う。）を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

（総 則） 

第１条 受注者は、本契約に定めるところに従い、附属書Ⅰ「業務仕様書」（以

下「業務仕様書」という。）に定義する業務を、善良な管理者の注意義務を

もって誠実に履行し、発注者は受注者に対しその対価を支払うものとする。 

２ 受注者は、本契約書及び業務仕様書に特別の定めがある場合を除き、業務

を実施するために必要な方法、手段、手順については、受注者の責任におい

て定めるものとする。 

３ 頭書の「契約金額」に記載の「消費税及び地方消費税」（以下「消費税等」

という。）とは、消費税法（昭和 63年法律第 108号）及び地方税法（昭和 25

年法律第 226号）の規定に基づくものである。 

４ 税法の改正により消費税等の税率が変更された場合は、変更後の税率の適

用日以降における消費税等の額は変更後の税率により計算された額とする。

ただし、法令に定める経過措置に該当する場合又は消費税率変更前に課税資

産の譲渡等が行われる場合は、消費税等の額は変更前の税率により計算され

た額とする。 

５ 本契約の履行及び業務の実施（安全対策を含む。）に関し、受注者から発

注者に提出する書類は、発注者の指定するものを除き、第 5条に定義する監

督職員を経由して提出するものとする。 

６ 前項の書類は、第 5条に規定する監督職員に提出された日に発注者に提出

されたものとみなす。 

７ 発注者は、本業務の委託に関し、受注者から契約保証金を徴求しない。 

８ 受注者が共同企業体である場合は、その構成員は、発注者に対して、連帯
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して本契約を履行し、業務を実施する義務を負うものとする。また、本契約

に基づく賠償金、違約金及び延滞金が発生する場合は、全構成員による連帯

債務とする。 

（業務計画書） 

第２条 受注者は、本契約締結日から起算して 10営業日（営業日とは国民の祝

日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日及び 12月 29日か

ら 1月 3日までを除く月曜日から金曜日までの日をいう。以下、同じ。）以内

に、業務仕様書に基づいて業務計画書を作成し、発注者に提出しなければなら

ない。ただし、業務仕様書に特別の定めがあるとき又はあらかじめ発注者の承

諾を得たときは、この限りでない。 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 受注者は、本契約の地位又は本契約により生ずる権利又は義務を第三

者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、あらかじめ書面による発

注者の承諾を得たときは、この限りでない。 

（再委託又は下請負の禁止） 

第４条 受注者は、業務の実施を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、業務仕様書に特別の定めがあるとき又はあらかじめ書面による発注

者の承諾を得たときは、この限りでない。 

２ 受注者が、前項ただし書の規定により業務の一部の実施を第三者に委託し、

又は請け負わせる場合は、次の各号の条件が課されるものとする。 

（１）受注者は発注者に対し、本契約により生ずる一切の義務を免れるもので

はなく、また、受託者又は下請負人の役職員を受注者の役職員とみなし、

当該役職員が本契約により生ずる受注者の義務に違反した場合は、受注者

が責任を負うものとする。 

（２）発注者は、受注者に対して、受託者又は下請負人の名称その他必要な事

項の通知を求めることができる。 

（３）第 18 条第 1 項第 8 号イからトまでのいずれかに該当する者を受託者又

は下請負人としてはならない。

（監督職員） 

第５条 発注者は、本契約の適正な履行を確保するため、独立行政法人国際協力

機構財務部会計課長の職にある者を監督職員と定める。 

２ 監督職員は、本契約の履行及び業務の実施に関して、次に掲げる業務を行

う権限を有する。 

（１）第 1条第 5項に定める書類の受理

（２）本契約に基づく、受注者又は次条に定める受注者の業務責任者に対す

る指示、承諾及び協議

（３）本契約に基づく、業務工程の監理及び立会

３ 前項における、指示、承諾、協議及び立会とは、次の定義による。

（１）指示 監督職員が受注者又は受注者の業務責任者に対し、監督職員の所
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掌権限に係る方針、基準、計画等を示し、実施させることをいう。 

（２）承諾 受注者又は受注者の業務責任者が監督職員に報告し、監督職員が

所掌権限に基づき了解することをいう。 

（３）協議 監督職員と受注者又は受注者の業務責任者が対等の立場で合議し、

結論を得ることをいう。 

（４）立会 監督職員又はその委任を受けたものが作業現場に出向き、業務仕

様書に基づき業務が行われているかを確認することをいう。 

４ 第 2項第 2号の規定に基づく監督職員の指示、承諾及び協議は、原則とし

てこれを書面に記録することとする。 

５ 発注者は、監督職員に対し本契約に基づく発注者の権限の一部であって、

第 2項で定める権限以外のものを委任したときは、当該委任した権限の内容

を書面により受注者に通知しなければならない。 

６ 発注者は、監督職員を通じて、受注者に対し、いつでも本契約の業務の履

行状況の報告を求めることができる。 

（業務責任者） 

第６条 受注者は、本契約の履行に先立ち、業務責任者を定め、発注者に届出を

しなければならない。発注者の同意を得て、業務責任者を交代させたときも

同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定により定めた業務責任者に、業務の実施についての

総括管理を行わせるとともに、発注者との連絡に当たらせなければならない。 

３ 業務責任者は、本契約に基づく受注者の行為に関し、受注者を代表する権

限（ただし、契約金額の変更、作業項目の追加等業務内容の重大な変更、履

行期間の変更、損害額の決定、本契約に係る支払請求及び金銭受領の権限並

びに本契約の解除に係るものを除く。）を有するものとする。 

（業務内容の変更） 

第７条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して書面による通知

により業務内容の変更を求めることができる。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して書面による通知に

より業務の全部又は一部を一時中止させることができる。 

３ 第 1項により業務内容を変更する場合において、履行期間若しくは契約金

額を変更する必要があると認められるとき、又は受注者が直接かつ現実に損

害を受けたときは、発注者及び受注者は、変更後の履行期間及び契約金額並

びに賠償額について協議し、当該協議の結果を書面により定める。 

４ 第 2項の場合において、受注者に増加費用が生じたとき、又は受注者が直

接かつ現実に損害を受けたときは、発注者はその費用を負担し、又はその損

害を賠償しなければならない。この場合において、発注者及び受注者は、負

担額及び賠償額を協議し、当該協議の結果を書面により定める。 

（一般的損害） 

第８条 業務の実施において生じた損害（本契約で別に定める場合を除く。）に

ついては、受注者が負担する。ただし、発注者の責に帰すべき理由により生
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じた損害については、発注者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第９条 業務の実施に関し、第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対し

て賠償を行わなければならない場合は、受注者がその賠償額を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する損害の発生が発注者の責に帰す

べき事由による場合は、発注者がその賠償額を負担する。ただし、受注者が、

発注者の責に帰すべき事由があることを知りながらこれを発注者に通知し

なかったときは、この限りでない。 

３ 前二項の場合において、その他業務の実施に関し、第三者との間に紛争が

生じたときは、発注者、受注者協力してその処理解決に当たるものとする。 

（検査） 

第 10条 受注者は、業務を完了したときは、遅滞なく、発注者に対して業務完

了届を提出しなければならない。この場合において、発注者が認める場合は、

受注者は、第 14条に規定する経費確定（精算）報告書に代えて、附属書Ⅱ

「契約金額内訳書」（以下「契約金額内訳書」という。）に規定する単価等に

基づき確定した経費の内訳及び合計を業務完了届に記載することができる。 

２ 業務の完了前に、業務仕様書において可分な業務として規定される一部業

務が完了した場合は、受注者は、当該部分業務に係る業務完了届を提出する

ことができる。発注者が受注者に対し、当該部分業務に係る業務完了届の提

出を求めたときは、受注者は、遅滞なく業務完了届を提出しなければならな

い。 

３ 発注者は、前 2項の業務完了届を受理したときは、その翌日から起算して

10 営業日以内に当該業務について確認検査を行い、その結果を受注者に通

知しなければならない。 

（債務不履行） 

第 11条 受注者の責に帰すべき理由により、受注者による本契約の履行が本契

約の本旨に従った履行と認められない場合、又は、履行が不能になった場合

は、発注者は受注者に対して、完全な履行を請求し、又は履行に代え若しく

は履行とともに損害の賠償を請求することができる。この場合において、本

契約の目的が達せられない場合は、発注者は、本契約の全部又は一部を解除

することができる。 

（成果物等の取扱い） 

第 12条 受注者は、業務仕様書に成果物（以下「成果物」という。）が規定され

ている場合は、成果物を、業務仕様書に成果物が規定されていない場合は、

業務実施報告書（以下「業務実施報告書」という。）を、第 10条第 1項及び

第 2 項に規定する業務完了届に添付して提出することとし、第 10 条第 3 項

に規定する検査を受けるものとする。 

２ 前項の場合において、第 10 条第 3 項に定める検査の結果、成果物及び業

務実施報告書について補正を命ぜられたときは、受注者は遅滞なく当該補正
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を行い、発注者に補正完了の届を提出して再検査を受けなければならない。

この場合において、再検査の期日については、第 10 条第 3 項の規定を準用

する。 

３ 受注者は、業務仕様書に業務提出物（以下、「業務提出物」という。）が規

定されている場合は、業務提出物を業務仕様書の規定（内容、形態、部数、

期限等）に基づき提出し、監督職員の確認を得なければならない。 

４ 受注者が提出した成果物、業務実施報告書及び業務提出物（以下総称して

「成果物等」という。）の所有権は、それぞれ第 10条第 3項に定める検査合

格又は前項に定める監督職員の確認の時に、受注者から発注者に移転する。 

５ 受注者が提出した成果物等の著作権（著作権法第 27条、第 28条所定の権

利を含む。）は、業務仕様書にて別途定めるもの及び受注者又は第三者が従

来から著作権を有する著作物を除き、それぞれ第 10 条第 3 項に定める検査

合格又は前項に定める監督職員の確認の時に受注者から発注者に譲渡され

たものとし、著作権が受注者から発注者に譲渡された部分の利用又は改変に

ついては、受注者は発注者に対して著作者人格権を行使しないものとする。

また、成果物等のうち、受注者が従来から著作権を有する著作物については、

受注者は、これら著作物を発注者が利用するために必要な許諾を発注者に与

えるものとし、第三者が従来から著作権を有する著作物については、受注者

は、責任をもって第三者から発注者への利用許諾を得るものとする。 

６ 前項の規定は、第 11条、第 18条第 1項、第 19条第 1項又は第 20条第 1

項の規定により本契約を解除した場合についても、これを準用する。 

（成果物等の契約不適合） 

第 13条 発注者は、成果物等に業務仕様書との不一致その他契約の内容に適合

しないもの（以下「契約不適合」という。）を発見したときは、発注者がそ

の契約不適合を知った日から 1 年以内にその旨を通知した場合に限り、受

注者に対して相当の期間を定めてその契約不適合の修補を請求し、契約金

額の減額を請求し又はこれらに代え、若しくはこれらと併せて損害の賠償

を請求することができる。 

２ 発注者は、成果物等に契約不適合があるときは、発注者がその契約不適合

を知った日から 1 年以内に受注者にその旨を通知した場合に限り、本契約

の全部又は一部を解除することができる。 

３ 前二項において受注者が負うべき責任は、前条第 1 項及び第 2 項の検査

の合格又は前条第 3項の監督職員の確認をもって免れるものではない。 

（経費の確定） 

第 14 条 受注者は、履行期間末日の翌日から起算して 30 日以内に、発注者に

対し、経費確定（精算）報告書（以下「経費報告書」という。）を提出しな

ければならない。ただし、発注者の事業年度末においては、発注者が別途受

注者に通知する日時までに提出するものとする。 

２ 受注者は、第 10 条第 2 項に定める可分な業務にかかる業務完了届を提出

する場合は、当該業務完了届の提出日の翌日から起算して 30 日以内に、発

注者に対し、当該業務に係る経費報告書を提出しなければならない。ただし、
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発注者の事業年度末においては、発注者が別途受注者に通知する日時までに

提出するものとする。 

３ 受注者は、契約金額内訳書のうち精算を必要とする費目についての精算を

行うに当たっては、経費報告書の提出と同時に必要な証拠書類一式を発注者

に提出しなければならない。 

４ 発注者は、第 1 項及び第 2 項の経費報告書及び前項の必要な証拠書類一

式を検査のうえ、契約金額の範囲内で発注者が支払うべき額（以下「確定金

額」という。）として確定し、経費報告書を受理した日の翌日から起算して

30日以内に、これを受注者に通知しなければならない。 

５ 前項の金額の確定は、次の各号の定めるところにより行うものとする。 

（１）業務の対価（報酬）

① 準備業務に係る初期費用

契約金額内訳書に定められた額とする。

② マイナンバー等収集・管理費用

契約金額の範囲内において、定められた単価及び実績による。

（２）直接経費（往信送料費、返信送料費、督促郵送費）

契約金額の範囲内において、契約金額内訳書に定められた単価及び実

績による。郵送費は、増税に伴い変更があった場合は、その費用とする。 

（支払） 

第 15 条 受注者は、第 10 条第 3 項による検査に合格し、前条第 4 項の規定に

よる確定金額の決定通知を受けたときは、発注者に確定金額の支払を請求す

ることができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、請求を受けた日の翌日

から起算して 30日以内に支払を行わなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、発注者は、受注者の支払請求を受理した後、そ

の内容の全部又は一部に誤りがあると認めたときは、その理由を明示して当

該請求書を受注者に返付することができる。この場合は、当該請求書を返付

した日から是正された支払請求を発注者が受理した日までの期間の日数は、

前項に定める期間の日数に算入しないものとする。 

（履行遅滞の場合における損害の賠償） 

第 16条 受注者の責に帰すべき理由により、履行期間内に業務を完成すること

ができない場合において、履行期間経過後相当の期間内に完成する見込みの

あるときは、発注者は受注者に履行遅滞により発生した損害の賠償を請求す

るとともに、成果物等の引渡しを請求することができる。 

２ 前項の損害賠償の額は、契約金額から既に引渡しを受けた成果物等に係る

部分に相当する金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、履行期間が経過

した時点における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律

第 256号）に規定する利率（以下「本利率」という。）で算出した額とする。 

３ 発注者の責に帰すべき理由により、発注者が第 15 条に従って支払義務を

負う確定金額の支払が遅れた場合は、受注者は、当該確定金額のうち未受領

の金額につき、遅延日数に応じ、本利率で算出した額の遅延利息の支払いを
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発注者に請求することができる。 

（天災その他の不可抗力の扱い） 

第 17 条 自然災害又は暴動、ストライキ等の人為的な事象であって、発注者、

受注者双方の責に帰すべからざるもの（以下「不可抗力」という。）により、

発注者、受注者いずれかによる履行が遅延又は妨げられる場合は、当事者は、

その事実発生後遅滞なくその状況を書面により本契約の相手方に通知しな

ければならない、また、発注者及び受注者は、通知後速やかに書面にて不可

抗力の発生の事実を確認し、その後の必要な措置について協議し定める。 

２ 不可抗力により生じた履行の遅延又は不履行は、本契約上の義務の不履行

又は契約違反とはみなさない。 

（発注者の解除権） 

第 18条 発注者は、受注者が次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、催

告を要せずして、本契約を解除することができる。 

（１）受注者の責に帰すべき事由により、本契約の目的を達成する見込みがな

いと明らかに認められるとき。 

（２）受注者が本契約に違反し、その違反により本契約の目的を達成すること

ができないと認められるとき。 

（３）受注者が第 20 条第 1 項に規定する事由によらないで本契約の解除を申

し出、本契約の履行を果たさないとき。

（４）第 23条第 1項各号のいずれかに該当する行為があったとき。

（５）受注者に不正な行為があったとき、又は発注者の名誉ないし信用を傷つ

ける行為をしたとき。 

（６）受注者に仮差押又は仮処分、差押、競売、破産、民事再生、会社更生又

は特別清算等の手続開始の申立て、支払停止、取引停止又は租税滞納処分

等の事実があったとき。 

（７）受注者が「独立行政法人国際協力機構関係者の倫理等ガイドライン」に

違反したとき。 

（８）受注者が、次に掲げる各号のいずれかに該当するとき、又は次に掲げ

る各号のいずれかに該当する旨の新聞報道、テレビ報道その他報道（ただ

し、日刊新聞紙等、報道内容の正確性について一定の社会的評価が認め

られている報道に限る。）があったとき。

イ 役員等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動

等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等（各用語の定義は、独立行政法人国際

協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成 24 年規程（総）第

25 号）に規定するところにより、これらに準ずる者又はその構成員を

含む。以下「反社会的勢力」という。）であると認められるとき。

ロ 役員等が暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者であると

認められるとき。

ハ 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ニ 法人である受注者又はその役員等が自己、自社若しくは第三者の不

正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会
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的勢力を利用するなどしているとき。 

ホ 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力に対して、資金

等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に反社会

的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

へ 法人である受注者又はその役員が、反社会的勢力であることを知りな

がらこれを不当に利用するなどしているとき。 

ト 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力と社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき。

チ 受注者が、再委託、下請負又は物品購入等にかかる契約に当たり、

その相手方がイからトまでのいずれかに該当することを知りながら、

当該者と契約を締結したと認められるとき。

リ 受注者が、イからトまでのいずれかに該当する者を再委託、下請負

又は物品購入等にかかる契約の相手方としていた場合（前号に該当する

場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受

注者がこれに従わなかったとき。

ヌ その他受注者が、東京都暴力団排除条例又はこれに相当する他の地方

公共団体の条例に定める禁止行為を行ったとき。

２ 前項の規定により本契約が解除された場合（前項第 4 号の場合を除く。）

は、受注者は発注者に対し契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があっ

た場合には、変更後の契約金額とする。）の 10分の 1に相当する金額を違約

金として、発注者の指定する期間内に発注者に納付しなければならない。こ

の場合において、発注者の被った実損害額が当該違約金の額を超えるときは、

発注者は、受注者に対して、別途、当該超過部分の賠償を請求することがで

きる。 

（発注者のその他の解除権） 

第 19条 発注者は、前条第 1項に規定する場合のほか、その理由を問わず、少

なくとも 30日前に書面により受注者に予告通知のうえ、本契約を解除する

ことができる。 

２ 第 1項の規定により本契約を解除した場合において、受注者が受注者の責

に帰することができない理由により損害を受けたときは、発注者はその損害

を賠償するものとする。賠償額は、受注者が既に支出し、他に転用できない

費用に契約業務を完成したとすれば収得しえたであろう利益を合算した金

額とする。 

（受注者の解除権） 

第 20条 受注者は、発注者が本契約に違反し、その違反により業務を完了する

ことが不可能となったときは、本契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により本契約を解除した場合は、前条第 2 項の規定を準用す

る。 

（解除に伴う措置） 

第 21条 発注者は、本契約が解除された場合においては、業務の出来高部分の
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うち、検査に合格したものについては、引渡しを受けるものとし、当該引

渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来高部分に相応する発注済金

額を支払わなければならない。 

（調査・措置） 

第 22条 受注者が、第 18条第 1項各号又は第 23条第 1項各号に該当すると疑

われる場合は、発注者は、受注者に対して調査を指示し、その結果を文書で

発注者に報告させることができ、受注者は正当な理由なくこれを拒否しては

ならないものとする。 

２ 発注者は、前項の報告を受けたときは、その内容を詳細に確認し、事実の

有無を判断するものとする。この場合において、発注者が審査のために必要

であると認めるときは、受注者からの説明を求め、必要に応じ受注者の事業

所に赴き検査を行うことができるものとする。 

３ 発注者は、第 18 条第 1 項各号又は第 23 条第 1 項各号に該当する不正等

の事実を確認した場合は、必要な措置を講じることができるものとする。 

４ 発注者は、前項の措置を講じた場合は、受注者名及び不正の内容等を公表

することができるものとする。 

（重大な不正行為に係る違約金） 

第 23条 受注者が次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、発注者の解除

権行使の有無にかかわらず、受注者は契約金額（本契約締結後、契約金額の

変更があった場合には、変更後の契約金額とする）の 10 分の 2 に相当する

金額を違約金として発注者の指定する期間内に納付しなければならない。 

（１）次のいずれかの目的により、受注者の役職員又はその指図を受けた者が

刑法（明治 40年法律第 45号）第 198条（贈賄）又は不正競争防止法（平

成 5 年法律第 47 号）第 18 条（外国公務員等に対する不正の利益の供与

等の禁止）に違反する行為を行い刑が確定したとき。また、受注者が同条

に相当する外国の法令に違反する行為を行い、同国の司法機関による確

定判決又は行政機関による最終処分がなされたときも同様とする。 

イ 本契約の業務の実施にかかる便宜を得る目的

ロ 本契約の業務の実施の結果を受けて形成された事業の実施を内容と

する契約の受注又は事業の許認可の取得等にかかる便宜を得る目的（本

契約の履行期間中に違反行為が行われ、又は本契約の経費若しくは対

価として支払を受けた金銭を原資として違反行為が行われた場合に限

る。）

（２）受注者又は受注者の意を受けた関係者が、本契約の業務に関し、私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）（以

下、「独占禁止法」）第 3条、第 6条又は第 8 条に違反する行為を行い、公

正取引委員会から独占禁止法第 7 条又は同法第 8 条の 2（同法第 8 条第 1

号若しくは第 2 号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置

命令を受け、又は第 7 条の 2 第 1 項（同法第 8 条の 3 において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を受け、当該納

付命令が確定したとき。 
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（３）公正取引委員会が、受注者又は受注者の意を受けた関係者に対し、本契

約の業務の実施に関して独占禁止法第 7 条の 4 第 7 項の規定による課徴

金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（４）受注者又はその意を受けた関係者（受注者又は当該関係者が法人の場合

は、その役員又は使用人）が、本契約の業務の実施に関し、刑法第 96 条

の 6（公契約関係競売等妨害）、独占禁止法第 89 条第 1 項又は同法第 90

条 1号及び 2号に違反する行為を行い刑が確定したとき。 

（５）第 1号、第 2号及び前号に掲げるいずれかの違反行為があったことを受

注者（受注者が共同企業体である場合は、当該共同企業体の構成員のいず

れか）が認めたとき。ただし、発注者は、受注者が、当該違反行為につい

て自主的な申告を行い、かつ発注者に協力して損害の発生又は拡大を阻止

し、再発防止のため適切な措置を講じたときは、違約金を免除又は減額す

ることができる。なお、受注者が共同企業体である場合は、その構成員の

一が自主的な申告を行い、かつ発注者に協力して損害の発生又は拡大を阻

止し、再発防止のため適切な措置を講じたときは、発注者は、当該構成員

に対し、違約金を免除又は減額することができる。 

（６）第 14 条に定める経費確定（精算）報告において受注者が故意又は重過

失により虚偽の資料等を提出し、発注者に対して過大な請求を行ったこと

が認められたとき。

２ 受注者が前項各号に複数該当するときは、発注者は、諸般の事情を考慮

して、同項の規定により算定される違約金の総額を減額することができ

る。ただし、減額後の金額は契約金額の 10 分の 2を下ることはない。 

３ 前二項の場合において、発注者の被った実損害額が当該違約金の額を超え

るときは、発注者は、受注者に対して、別途、当該超過部分の賠償を請求す

ることができるものとする。 

４ 前三項に規定する違約金及び賠償金は、第 18 条第 2 項に規定する違約金

及び賠償金とは独立して適用されるものとする。 

５ 受注者が共同企業体である場合であって、当該共同企業体の構成員のいず

れかが次の各号のいずれかに該当するときは、第 1 条第 8 項の規定にかか

わらず、発注者は、当該構成員に対して第 1 項から第 3項までに規定する違

約金及び賠償金を請求しないことができる。ただし、第 2号に掲げる者のう

ち当該違反行為を知りながら発注者への通報を怠ったものについては、この

限りでない。 

（１）第 1項第 1号又は第 4号に該当する場合であって、その判決内容等にお

いて、違反行為への関与が認められない者 

（２）第 1項第 5号に該当する場合であって、違反行為があったと認めた構成

員が、当該違反行為に関与していないと認めた者 

６ 前項の適用を受けた構成員（以下「免責構成員」という。）がいる場合は、

当該共同企業体の免責構成員以外の構成員が当該違約金及び賠償金の全額

を連帯して支払う義務を負うものとする。 

７ 前各項の規定は、本契約の業務が完了した後も引き続き効力を有するもの

とする。 
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（賠償金等） 

第 24条 受注者が本契約に基づく賠償金又は違約金を発注者の指定する期間内

に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間

を経過した日から支払の日まで本利率で算出した利息を付した額と、発注者

が契約に従って支払うべき金額とを相殺し、なお不足があるときは受注者に

支払を請求することができる。 

２ 前項の請求をする場合は、発注者は、受注者に対して、前項に基づき発注

者が指定した期間を経過した日から遅延日数に応じ、本利率で算出した額の

延滞金の支払を受注者に請求する。 

（秘密の保持） 

第 25条 受注者（第 4条に基づき受注者が選任する再委託先又は下請負人を含

む。本条において以下同じ。）は、業務の実施上知り得た情報（以下「秘密

情報」という。）を秘密として保持し、これを第三者に開示してはならない。

ただし、次の各号に定める情報については、この限りでない。 

（１）開示を受けた時に既に公知であったもの

（２）開示を受けた時に既に受注者が所有していたもの

（３）開示を受けた後に受注者の責に帰さない事由により公知となったもの

（４）開示を受けた後に第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に取得し

たもの 

（５）開示の前後を問わず、受注者が独自に開発したことを証明しうるもの

（６）法令並びに政府機関及び裁判所等の公の機関の命令により開示が義務付

けられたもの 

（７）第三者への開示につき、発注者又は秘密情報の権限ある保持者から開示

について事前の承認があったもの 

２ 受注者は、秘密情報について、業務の履行に必要な範囲を超えて使用、提

供又は複製してはならない。また、いかなる場合も改ざんしてはならない。 

３ 受注者は、本契約の業務に従事する者（下請負人がある場合には下請負人

を含む。以下「業務従事者等」という。）が、その在職中、退職後を問わず、

秘密情報を保持することを確保するため、秘密取扱規定の作成、秘密保持誓

約書の徴収その他必要な措置を講じなければならない。 

４ 受注者は、秘密情報の漏えい、滅失又はき損その他の秘密情報の管理に係

る違反行為等が発生したときは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のために

必要な措置を講ずるとともに、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従

わなければならない。 

５ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の同意を得た上で、受注者

の事務所等において秘密情報が適切に管理されているかを調査し、管理状況

が不適切である場合は、改善を指示することができる。 

６ 受注者は、本契約業務の完了後、速やかに秘密情報の使用を中止し、秘密

情報を含む書類、図面、写真、フィルム、テープ、ディスク等の媒体（受注

者が作成した複製物を含む。）を発注者に返却し、又は、当該媒体に含まれ

る秘密情報を復元できないよう消去若しくは当該媒体を破壊した上で、破棄

し、その旨を発注者に通知しなければならない。ただし、発注者から指示が
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あるときはそれに従うものとする。 

７ 前各項の規定は、本契約の業務が完了した後も引き続き効力を有する。 

（個人情報保護） 

第 26条 受注者は、本契約において、発注者の保有個人情報（「個人情報の保護

に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）

第 60 条で定義される保有個人情報を指し、以下「保有個人情報」という。）

を取り扱う場合は、次の各号に定める義務を負うものとする。 

（１）業務従事者等に次の各号に掲げる行為を遵守させること。ただし、予め

発注者の承認を得た場合は、この限りでない。 

イ 保有個人情報について、改ざん又は業務の履行に必要な範囲を超えて

利用、提供、複製してはならない。

ロ 保有個人情報を第三者へ提供し、その内容を知らせてはならない。

（２）業務従事者等が前号に違反したときは、受注者に適用のある個人情報

保護法が定める罰則が適用され得ることを、業務従事者等に周知するこ

と。

（３）保有個人情報の管理責任者を定めること。

（４）保有個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報の適切な管

理のために必要な措置を講じること。受注者は、発注者が定める個人情

報保護に関する実施細則（平成17年細則(総)第11号）を準用し、当該細則

に定められた事項につき適切な措置を講じるものとする。特に個人情報

を扱う端末の外部への持ち出しは、発注者が認めるときを除き、これを

行ってはならない。

（５）発注者の求めがあった場合は、保有個人情報の管理状況を書面にて報告

すること。 

（６）保有個人情報の漏えい、滅失又はき損その他の本条に係る違反行為等

が発生したときは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のために必要な措

置を講ずるとともに、速やかに発注者に報告し、その指示に従うこと。

（７）受注者は、本契約の業務実施の完了後、速やかに保有個人情報の使用を

中止し、保有個人情報を含む書類、図面、写真、フィルム、テープ、ディ

スク等の媒体（受注者が作成した複製物を含む。）を発注者に返却し、又

は、当該媒体に含まれる保有個人情報を復元できないよう消去若しくは当

該媒体を破壊した上で破棄し、当該廃棄した旨を記載した書面を発注者に

提出しなければならない。ただし、発注者から指示があるときはそれに従

うものとする。

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の事務所等において、保有

個人情報が適切に管理されているかを調査し、管理状況が不適切である場合

は、改善を指示することができる。 

３ 第 1 項第 1 号及び第 6 号並びに前項の規定は、本契約の業務が完了した

後も引き続き効力を有する。 

（特定個人情報保護） 

第 26条の２ 第 25条及び前条の規定にかかわらず、受注者は、本契約におい
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て、特定個人情報等（「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」とい

う。）第 2 条第 5 項で定める個人番号及び同条第 8 項で定める特定個人情

報を指し、以下「特定個人情報等」という。）に係る関係事務を実施する

場合は、次の各号に定める義務を負うものとする。 

（１）業務従事者等に次に掲げる行為を遵守させること。

イ 特定個人情報等は、受注者が本契約に基づき行う個人番号関係事務

（番号法第 2 条第 11 項に定義される「個人番号関係事務」を指す。）

の履行に必要な範囲を超えて利用してはならない。

ロ 特定個人情報等を複製したり、受注者の事業所等の外へ持ち出して

はならない。

ハ 特定個人情報等は秘密として保持し、第 4 条第 1 項に基づき第三者

に業務の実施を委託する場合を除き、第三者に提供してはならない。

（２）業務従事者等が前号に違反したときは、受注者に適用のある番号法が

定める罰則が適用され得ることを、業務従事者等に周知すること。 

（３）特定個人情報等の管理責任者と担当者を別途文書にて定めること。

（４）特定個人情報等の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人番号の適切

な管理のために必要な措置を講じること。 

（５）本契約の業務従事者等に対して、特定個人情報等の取扱いについての

教育を実施すること。また、発注者の求めに応じてその教育を実施した

ことを証明する文書を提出すること。 

（６）委託された特定個人情報等の漏えい等の事案発生時における対応をあ

らかじめ定めること。 

（７）第 25 条第 6 項に基づき、特定個人情報等を破棄又は返却すること。

この場合に第 25条第 6項中の「秘密情報」は、「特定個人情報等」と読

み替える。特定個人情報等を破棄又は返却した場合には、発注者に対し

て当該特定個人情報等を破棄又は返却したことを証明する文書を提出

すること。

（８）発注者は、受注者の事業所等において、特定個人情報等が適切に管理

されているか、年１回以上の定期的検査等により確認し、その結果を記

録するとともに、管理状況が不適切である場合には、改善を指示するこ

とができる。受注者は改善を指示された場合には、その指示に応じるこ

と。 

（９）前号に限らず発注者の求めがあった場合は、受注者は特定個人情報等

の管理状況を書面にて報告すること。 

（情報セキュリティ） 

第 27条 受注者は、発注者が定めるサイバーセキュリティ対策に関する規程（平

成 29 年規程(情)第 14 号）及びサイバーセキュリティ対策実施細則（平成

29年細則(情)第 11号）を準用し、当該規定及び細則に定められた事項につ

き適切な措置を講じるものとする。 

（安全対策） 
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第 28条 受注者は、業務従事者等の生命・身体等の安全優先を旨として、自ら

の責任と負担において、必要な安全対策を講じて、業務従事者等の安全確保

に努めるものとする。 

（業務災害補償等） 

第 29条 受注者は、自己の責任と判断において業務を遂行し、受注者の業務従

事者等の業務上の負傷、疾病、障害又は死亡にかかる損失については、受注

者の責任と負担において十分に付保するものとし、発注者はこれら一切の責

任を免れるものとする。 

（海外での安全対策） 

第 30 条 業務仕様書において海外での業務が規定されている場合、受注者は、

第 28条及び前条の規定を踏まえ、少なくとも以下の安全対策を講じるもの

とする。 

（１）業務従事者等について、以下の基準を満たす海外旅行保険を付保する。

ただし、業務従事者等の派遣事務（航空券及び日当・宿泊料の支給）を発

注者が実施する場合であって、発注者が海外旅行保険を付保するときは、

この限りではない。

・死亡・後遺障害 3,000万円（以上） 

・治療・救援費用 5,000万円（以上） 

（２）業務を実施する国・地域への到着後、速やかに滞在中の緊急連絡網を作

成し、前号の付保内容と併せ、発注者の在外事務所等に提出する。なお、

業務従事者等が 3 ヵ月以上現地に滞在する場合は、併せて在留届を当該

国・地域の在外公館に提出させる。 

（３）業務を実施する国・地域への渡航前に、外務省が邦人向けに提供してい

る海外旅行登録システム「たびレジ」に、業務従事者等の渡航情報を登録

する。 

（４）現地への渡航に先立ち、発注者が発注者のウェブサイト（国際協力キャ

リア総合情報サイト PARTNER）上で提供する安全対策研修（Web 版）を業

務従事者等に受講させる。ただし、提供されている研修素材の言語を理解

できない者については、この限りではない。

（５）現地への渡航に先立ち発注者が提供する JICA 安全対策措置（渡航措置

及び行動規範）を業務従事者に周知し、同措置の遵守を徹底する。また、

発注者より、同措置の改訂の連絡があった場合は、速やかに業務従事者に

周知し、改訂後の同措置の遵守を徹底する。

２ 第 28 条及び前条の規定にかかわらず、海外での業務について、受注者の

要請があった場合又は緊急かつ特別の必要性があると認められる場合、発注

者は、受注者と共同で又は受注者に代わって、受注者の業務従事者等に対し

安全対策措置のための指示を行うことができるものとする。 

（業務引継に関する留意事項） 

第 31条 本契約の履行期間の満了、全部若しくは一部の解除、又はその他理由

の如何を問わず、本契約の業務が完了した場合には、受注者は発注者の求め
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によるところに従い、本契約の業務を発注者が継続して遂行できるように必

要な措置を講じるか、又は第三者に移行する作業を支援しなければならない。 

（契約の公表） 

第 32条 受注者は、本契約の名称、契約金額並びに受注者の名称及び住所等が

一般に公表されることに同意するものとする。 

２ 受注者が法人であって、かつ次の各号のいずれにも該当する場合は、前項

に定める情報に加え、次項に定める情報が一般に公表されることに同意する

ものとする。 

（１）発注者において役員を経験した者が受注者に再就職していること、又は

発注者において課長相当職以上の職を経験した者が受注者の役員等とし

て再就職していること 

（２）発注者との取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めて

いること

３ 受注者が前項の条件に該当する場合に公表される情報は、以下のとおりと

する。 

（１）前項第 1号に規定する再就職者に係る情報（氏名、現在の役職、発注者

における最終職名） 

（２）受注者の直近 3ヵ年の財務諸表における発注者との間の取引高

（３）受注者の総売上高又は事業収入に占める発注者との間の取引高の割合

４ 受注者が「独立行政法人会計基準」第 14 章に規定する関連公益法人等に

該当する場合は、受注者は、同基準第 14 章の規定される情報が、発注者の

財務諸表の附属明細書に掲載され一般に公表されることに同意するものと

する。 

（準拠法） 

第 33条 本契約は、日本国の法律に準拠し、同法に従って解釈されるものとす

る。 

（契約外の事項） 

第 34条 本契約に定めのない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合

は、必要に応じて発注者及び受注者が協議して、これを定める。 

（合意管轄） 

第 35条 本契約に関し、裁判上の紛争が生じた場合は、当該紛争の内容や形式

如何を問わず、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的管轄裁

判所とする。 

本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証

する電磁的措置を執ったうえ、双方保管するものとする。  

なお、本契約は、以下の日付より効力を生じるものとする。 
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２０●●年●●月●●日 

発注者 

東京都千代田区二番町５番地２５ 

独立行政法人国際協力機構 

契約担当役 

理 事 ○○ ○○

受注者 
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［附属書Ⅰ］ 

業 務 仕 様 書 
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［附属書Ⅱ］ 

契 約 金 額 内 訳 書 
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